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建設産業の保有する資本（建設機械などの設備や，労働者が持つ知識・技能などの人的資本）は，災害後の
復興事業の実施において不可欠の役割を果たす．これらの建設資本，とりわけ人的資本は，その水準を短期的
に増やすことが困難である．よって，復興事業が円滑に実施されるためには，建設資本に対して，平時から適
切な水準の投資が行われる必要がある．一方で，建設資本に対する投資は，将来の社会資本の投資水準から決
定的な影響を受ける．したがって，国土強靭化のためには，災害リスクの大きさと建設資本の水準を考慮に入
れた，長期的な社会資本投資計画が必要になると言える．本研究は，動学的マクロ経済モデルを応用すること
により，このような計画の有効性について理論的な分析を行う．
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1. はじめに

建設産業の保有する資本は，災害後の復興事業の実
施において不可欠の役割を果たす．例えば，2011年の
東北地方太平洋沖地震の発災後に，地元建設業者と東
北地方整備局が連携して行った「くしの歯作戦」では，
緊急輸送車の通行を確保するための交通ルートが短期
間のうちに啓開された．この活動に参加した地元建設
業者へのアンケート調査 1) によると，迅速な対応を可
能にした要因として，建設機械やオペレータを自社で
保有していることが挙げられている．この事例が示す
ように，建設産業は，建設機械や人的資本の活用によっ
て，短期的な復旧に貢献する．これは広く認識されて
いる事実であると考えられる．
さらに，建設資本が災害後に果たす重要な役割とし

て，破壊された社会資本や民間の住宅・建築物を供給
することにより，「中長期的な復興」に貢献することが
挙げられる．本研究では，建設資本が有する，この中
長期的な役割に着目する．建設資本は，その水準を短
期的に増やす（蓄積する）ことが困難である．とりわ
け，建設産業で働く労働者の人的資本の蓄積のために
は，現場における経験や，熟練労働者から若手労働者
への技能の継承など，中長期的な教育（投資）が必要
になるため，たとえ災害の後に建設産業に対する大き
い需要が発生したとしても，その水準が短期的に増加
することはない．よって，復興事業が円滑に実施され
るためには，建設資本に対して，平時から適切かつ安
定した水準の投資が行われる必要がある．

しかし，近年に生じた災害の被災地においては，工
事現場を担う技能労働者の不足による入札不調や，工
事業者の不足による住宅再建の遅れなどが指摘されて
いる 2),3)．今後，首都直下地震や南海トラフ地震など，
社会資本や建築物の集積する地域に被害をもたらす災
害の発生が確実視されていることを踏まえると，国土
強靭化という視点から，建設資本の水準や投資の最適
性について分析を行う必要があると言える．しかし，こ
のような観点から分析を行った研究は乏しいのが現状
である．
以上の背景を踏まえ，本研究は，建設産業とその資
本の役割を明示的に考慮した動学的マクロ経済モデル
の定式化と分析を行い，国土の災害リスクと，建設資
本の最適な水準や投資との関係を明らかにすることを
目的とする．

2. 既往研究のレビューと本研究の特徴

(1) 既往研究のレビュー
災害発生後の短期的な復旧活動における，建設産業
の保有する機械や労働者の技能の役割に着目した研究
は，数多く存在する．高橋 4) は，建設産業が保有する
重機や労働者の技能を活用した，災害応急対応システ
ムの構築の可能性について分析を行っている．皆川ら
5) は，地元建設業者が保有する重機数に着目し，東海
地震を想定してがれき撤去にかかる日数のシミュレー
ションを行っている．田中ら 6) は，九州地方を対象と
して，建設機械の賦存量および災害対応のための必要
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量を調査している．その他の類似した文脈の研究事例
として，井上・中野 7)，平山ら 8)，皆川ら 9) が挙げら
れる．このように，災害発生後の短期的な復旧活動に
おける建設産業の役割に関しては，アンケート調査や
個別の事例分析を中心として，様々な研究が行われて
いる．
しかし，以上の研究は，被災後の一国の長期的な経済

復興に対して，建設産業が果たす役割を分析したもの
とはなっていない．国土の中長期的な復興という視点
から，人的資本を含めた建設資本の水準や投資に関す
る分析を行った研究は，極めて乏しいのが現状である．

(2) 本研究の特徴
本研究は，人的資本の蓄積には中長期的な投資が必

要であることなど，投資の基本的な特性を踏まえたう
えで，マクロ・長期的スケールの分析を行う点に独自
性がある．
マクロ経済学の分野においては，資本の蓄積過程や

水準の最適性を分析する研究の系譜があり，膨大な研究
が蓄積している 10)．ただし，それらの研究の中で，災
害を扱ったものは限られている．瀬木ら 11)は，災害リ
スクを軽減させる効果を有する防災資本に着目し，そ
の蓄積過程や水準の最適性について分析を行っている．
この研究では，確率的に生じる災害という現象を取り扱
うために，確率的動学的一般均衡（Dynamic Strochastic
General Equilibrium, DSGE）モデルを応用している．
しかし，マクロ経済学において一般的に用いられて

いるモデルでは，社会資本や住宅・建築物などの供給
を担う建設産業の存在は捨象されている．そこで本研
究は，建設産業の役割を明示的に考慮することにより，
国土の災害リスクと，建設資本の最適な水準や投資と
の関係を分析可能な，DSGEモデルを定式化する．この
ようなモデルは，マクロ経済学の分野においても，筆
者らの知る限り見当たらない．

3. モデル

他地域との交易が存在しない閉鎖された一国の経済
を想定し，モデルを定式化する．国内の人口と技術水
準は通時的に一定であるとする1．
時間を t = 0, 1, 2, · · ·のように離散的に表現する．こ

の国の家計を，無限期間生存する代表的家計として表

1 人口と技術水準が一定の成長率で変化し続ける環境においても，
GDP などの変数を，一人当たり・技術レベル当たりの数値に基
準化すれば，人口と技術水準が一定である場合と同様の定性的
な結果が得られることが知られている 10)．よって，この仮定は
モデルの分析を制約するものではない．

現する．家計の時点 τ における期待生涯効用を

Vτ = Eτ

[ ∞∑
t=τ

βt
C1−ρ
t − 1

1− ρ

]
(1)

と表す．ここで，Eτ は，時点 τ の期首に得られる情報
を用いて期待値を取る操作を表す．Ct は時点 tにおけ
る家計の消費財の消費量を表す変数である．0 < β < 1

は効用の割引因子を表す定数である．ρ > 0は家計の相
対的リスク回避度を表す定数である．時点 τ において，
家計は式 (1)で定義される Vτ を最大化するように意思
決定を行う．
経済には，消費財を生産する産業（消費財産業）C，
機械設備を生産する産業（機械設備産業）E，建物と社
会資本を生産する産業（建設産業）Sの，三つの産業が
存在する．各産業は，機械資本，建物資本，人的資本，
労働力を投入して財を生産する．中間財の投入は考え
ない．各産業の生産性は，国内の社会資本ストックか
ら正の影響を受ける．以上の関係をコブ・ダグラス型
の生産関数によって表現する．

YX,t = AXK
αKX
X,t BαBXX,t H

αHX
X,t LαLXX,t G

αGX
t

(X ∈ {C,E, S}) (2)

ここで，KX,t, BX,t, HX,t はそれぞれ，時点 t の期首
において産業X が保有する機械資本ストック，建物資
本ストック，人的資本ストックを表す変数である．LX,t
は時点 tにおいて産業X が雇用する労働力を表す変数
である．Gtは時点 tの期首における国内の社会資本ス
トックを表す変数である．社会資本ストックは全ての
産業の生産性に寄与する．AX は産業X の全要素生産
性を表す定数である．αKX , αBX , αHX , αLX , αGX は
それぞれ，産業X の生産活動における，機械資本，建
物資本，人的資本，労働力，社会資本の寄与の強さを
決定する正のパラメータである．
各産業の生産した財は異なる用途に用いられる．消
費財産業の生産した財は全て，消費財として家計に消
費される．

Ct = YC,t (3)

消費財には，自家用車を利用した余暇活動や，住宅内の
余暇活動なども含まれると解釈できる．なぜなら，消
費財の生産関数である式 (2)には，機械資本ストックや
建物ストックが含まれており，自家用車は機械資本ス
トックに，住宅は後者に含まれると見なせるからであ
る．式 (1)から確認できるように，Ct の増加は家計の
効用を増加させる．
機械設備産業の生産した財は，各産業の機械設備投
資に用いられる．この関係を，以下の変形の弾力性一
定の生産関数として表現する．(

EψC,t + EψE,t + EψS,t

) 1
ψ

= YE,t (4)
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ここで，EX,t (X ∈ {C,E, S})は時点 tにおいて産業X

が新たに設ける機械設備の量を表す変数である．ψ ≥ 1

は異なる種類の機械設備の間の変形の弾力性を決定す
る定数である．ψ が大きいことは，ある産業を対象に
製造された機械設備を，他産業が利用することは困難
であることを意味する．ψ = 1は，特定の産業に特化
した機械設備が存在しない状況を表しており，このと
きに式 (4)の左辺は単純な線形の関数とる．
本研究が式 (4)のような変形の弾力性一定の生産関数

を採用する理由は，投資の非負制約 EX,t ≥ 0を暗黙的
に考慮するためである．ψ = 1のときには，EX,t ≥ 0

を明示的に考慮しないと，最適成長経路上で EX,t < 0

となることが起こり得る．しかし，非負制約の明示的
な考慮は計算コストが大きく困難である．一方，ψ > 1

の場合には，最適成長経路上で EX,t > 0となることが
常に保証される．本研究では，式 (4)の左辺がほぼ線形
である状況を想定し，ψ = 1.1を常に用いる．
建設産業の生産した財は，各産業の建物投資，およ

び，国の社会資本投資に用いられる．この関係を，以
下の変形の弾力性一定の生産関数として表現する．(

SψC,t + SψE,t + SψS,t + SψG,t

) 1
ψ

= YS,t (5)

ここで，SX,t (X ∈ {C,E, S})は時点 tにおいて産業X

が新たに設ける建物の量を表す変数である．SG,t は時
点 tにおいて国が新たに設ける社会資本の量を表す変
数である．ψ ≥ 1は異なる種類の建物・社会資本の間
の変形の弾力性を決定する定数である．機械設備の場
合と同様に，ψ = 1.1を常に用いる．
国内の労働力は通時的に一定であり，その水準を L̄

で表す．労働力は三つの産業のいずれかに雇用される．
LC,t + LE,t + LS,t = L̄ (6)

労働者（家計）は労働の供給を通じて技能を向上させ
る（Learning-by-doing）12)．本研究では，このように蓄
積される技能を人的資本と呼ぶ2．各産業の人的資本は，
当該産業に固有のものであり，他の産業の生産性の増
加には寄与しない．各産業の人的資本は，以下の式に
従い蓄積される．

QX,t = AHL
γ
X,tH

1−γ
X,t (X ∈ {C,E, S}) (7)

HX,t+1 = (1− δH)HX,t +QX,t

(X ∈ {C,E, S}) (8)

QX,tは時点 tにおいて新たに生産される，産業X の人
的資本を表す変数である．式 (7)の右辺は産業 X の人
的資本の生産関数となっており，当該産業の現在の労働

2 人的資本の蓄積過程を表現する方法には，Learning-by-doing の
他にも，個人が労働時間外の時間に受ける教育や職業訓練によ
り蓄積が進むと考えるモデルがある 13),14)．本研究では，建設
産業における熟練労働者の技能の研鑽は，主として業務の中で
行われることから，Learning-by-doing のモデルを採用した．

者数 LX,t と，過去に蓄積された人的資本の水準 HX,t

に応じて，人的資本の生産量が決まることを表してい
る．HX,t が大きいほど QX,t が増加するのは，熟練労
働者から非熟練労働者への技能の継承が行われやすい
ことを表している．0 < γ ≤ 1は，人的資本の生産活動
における，雇用される労働者数の寄与の強さを決定す
るパラメータである．
式 (8)は新たに生産された人的資本により，人的資本
の蓄積が進むことを表している．δH > 0は人的資本の
減耗率を表す定数であり，熟練労働者の退職などによ
り，蓄積された人的資本の一部が失われることを表し
ている．
なお，本研究では，式 (2)から確認できるように，産
業 X で雇用される労働者数 LX,t が短期的に変動して
も，産業 X で投入される人的資本 HX,t は変動しない
という仮定を置いている．これは分析の単純化のため
に置かれる仮定であるが，高い技能を有する熟練労働
者は，他産業に移動しにくいと考えられることから，強
い仮定ではないと考えられる．
人的資本以外の資本である，機械資本，建物資本，社
会資本の蓄積過程は，全て同様の数式により表現される．

K̂X,t = (1− δK)KX,t + EX,t

(X ∈ {C,E, S}) (9)

B̂X,t = (1− δB)BX,t + SX,t

(X ∈ {C,E, S}) (10)

Ĝt = (1− δG)Gt + SG,t (11)

KX,t+1 = (1− ϕKzt)K̂X,t (X ∈ {C,E, S}) (12)

BX,t+1 = (1− ϕBzt)B̂X,t (X ∈ {C,E, S}) (13)

Gt+1 = (1− ϕGzt)Ĝt (14)

式 (9)–(11)は，時点 tにおいて新たに設けられる機械設
備や建物，社会資本により，資本の蓄積が進むことを
表している．δK , δB , δG はそれぞれ，機械資本，建物
資本，社会資本の減耗率を表す正の定数である．
各時点の期末には，災害が発生する可能性がある．こ
の確率的な現象を，0もしくは 1の値を取る確率変数 zt

により表現する．zt = 1は時点 tにおける災害の発生
を表し，zt = 0は時点 tにおいて災害が発生しないこ
とを表す．各時点において，ztは i.i.d.の確率分布に従
い，その確率関数は

Pr[zt = z] =

{
π (z = 1)

1− π (z = 0)
(15)

と表される．0 ≤ π ≤ 1は 1時点当たりの災害の発生
確率を表す定数である．
時点 tの期末に災害が生じた場合には，資本ストック
の一部が破壊される．式 (12)–(14)は，災害による資本
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ストックの破壊を表現している．Hat記号付きの資本ス
トックの変数は，時点 tにおける災害の発生（ztの値）
が判明する直前のタイミングにおける，資本ストック
を表している．ϕK , ϕB , ϕGはそれぞれ，災害発生時に
破壊される機械資本ストック，建物資本ストック，社会
資本ストックの割合を表す非負の定数である．時点 tに
災害が起きない（zt = 0）場合には，式 (9)–(11)の標準
的な資本ストックの遷移式に従い，時点 t+1の資本ス
トックが決定される．
式 (8)の遷移式から確認できるように，人的資本につ

いては，災害による破壊は生じない（災害は人的被害
はもたらさない）と考える．
以上の前提の下で，本研究は，以下の確率的動学的

最適化問題の解として表される，最適成長経路を分析
する．

maxVt (16)

s.t. (1)− (15)

Given : {KX,t, BX,t,HX,t}X∈{C,E,S} , Gt

この最適成長経路は，財・労働力・資本の市場が完全競
争的であり，家計・企業が完全予見であり，政府が一括
税により最適な社会資本投資を行うとき，分権的に実
現することが知られている 10)．

4. モデルの分析

(1) モデルの解法
3. で定式化したモデルの解析的な分析は困難である

ため，数値的な分析を行う．本研究では，災害により，
大きい割合の資本ストックが破壊される現象を扱う．そ
のため，DSGEモデルの解法として一般的である摂動法
15) （モデルの定常状態の近傍に限定した近似解を求め
る手法）は望ましくない．そこで本研究では，Stochastic
extended path (SEP)16)と呼ばれる手法を採用する．この
手法は，無限期間のモデルを適当な長さの有限期間の
モデルに置き換えたうえで，非線形連立方程式の一般
的な解法を適用し，解を求めるものである．将来の不
確実性を全て考慮すると，連立方程式の本数が膨大に
なるため，近い未来の不確実性のみが考慮される．こ
の手法は，状態変数が定常状態から離れても解の精度
が落ちにくいという利点がある．
本研究では，無限期間の問題を 200時点の問題に置

き換え，将来の不確実性は 1時点先まで考慮すること
により，SEPを適用した．すなわち，時点 tの家計は，
時点 tの期末に災害が生じ得る（zt = 1になり得る）こ
とは認識しているものの，時点 t+1以降の確率変数 zτ

の値は確実に π になるという，誤った想定の下に意思
決定を行う．この意思決定は 200時点分の非線形連立

表–1 パラメータの設定値

パラメータ 値
L̄ 1

AX (X ∈ {C,E, S}) 1
AH 0.1
β (1/1.04)

1/4

ρ 2
δK 0.025
δB 0.01
δG 0.005
δH 0.01
ϕK 0.2
ϕB 0.2
ϕG 0.2
γ 0.76

αKC 0.105
αBC 0.1125

αHC + αLC 0.65
αGC 0.0875
αKE 0.1575
αBE 0.0675

αHE + αLE 0.67
αGE 0.0825
αKS 0.0975
αBS 0.0375

αHS + αLS 0.79
αGS 0.0525

方程式を解くことにより求められる．時点 t+1が訪れ
ると，家計は zt+1 = 1になり得ることに気が付き，新
たに意思決定を行う．このように，時点を 1つ進める
度に，200時点分の非線形連立方程式を解くことを繰り
返して，シミュレーションを実行する．

(2) パラメータの設定
本研究のモデルは多数のパラメータを含むため，そ
の全てについて感度分析を行うことは困難である．そ
こで，本研究の分析において重要なもの以外のパラメー
タには，文献を参照することにより，現実的な値を設定
し，その値を固定する．固定的に設定されるパラメー
タの値を表–1に示す．
L̄, AX , AH の設定は，数値の単位を変えるような効

果を持つものであり，モデルの定性的な分析結果に影
響を与えない．そこで，これらの値は 1などの適当な
値に設定する．
モデルの 1期間の長さは 1四半期に相当すると考え，

4
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効用の割引因子 βは，β4 = 1/1.04になるように設定す
る．これは，経済が定常状態にあるとき，家計の割引率
が 4%になることを意味する 15)．相対的リスク回避度 ρ

には 2を用いる．本研究では，災害という，所得や消
費を大きく変動させるリスクを扱うことから，家計の
リスク回避性向が強い状況を考える．そのため，多く
の研究で用いられる 15)ρ = 1という設定値よりも高い
設定値を用いる．
資本減耗率には，一般的な資本の耐用年数を参考に設

定する．機械資本の耐用年数は 10年，建物資本の耐用
年数は 25年，社会資本の耐用年数は 50年と考え，δK ,
δB , δGはそれぞれ，これらの数値の逆数に設定する（1
期間は 1四半期であることに注意）．人的資本の減耗率
は，労働者が技能を蓄積した熟練労働者になってから
引退するまでの期間が 25年であると考え，δH = 0.01

に設定する．
災害発生時に破壊される資本の割合である ϕK , ϕB ,

ϕG には一律で 20%を設定する．
人的資本の生産活動における，雇用される労働者数

の寄与の強さを決定するパラメータ γ には，Vasilev17)

を参考に 0.76を設定する．
生産活動における，機械資本，建物資本，人的資本，

労働力，社会資本の寄与の強さを決定するパラメータ
αKX , αBX , αHX , αLX , αGX は，以下のように設定す
る．これらのパラメータは，企業の利潤最大化行動の下
では，産業X において生産される付加価値の総額に占
める，各生産要素に対する支払額のシェアに一致する
ことが知られている．Valentinyi and Herrendorf18) はア
メリカ合衆国を対象にして，大きい分類の産業部門ご
とに，各生産要素への対価の支払い額のシェアを算出
している．本研究は，Valentinyi and Herrendorfの算出
したシェアを基に，αKX などのパラメータを設定する．
産業 C のパラメータの設定には，”Consumption”（消
費財）部門のシェアを，産業 E のパラメータの設定に
は，”Equipment investment”（機械設備投資）部門のシェ
アを，産業 S のパラメータの設定には，”Construction
investment”（建設投資）部門のシェアを，それぞれ用
いる．
αHX + αLX には，産業X の労働者に対する支払額

のシェアを用いる．労働者への対価には，労働力への
対価と人的資本への対価が含まれるため，αHX と αLX

の個別のパラメータの値はわからない．そこで，後の
分析において，これらの比を変更する感度分析を行う．
本研究のモデルは，社会資本の存在を考慮している．

一般に，社会資本は生産活動に寄与するものの，それ
に対する対価は支払わられない（もしくは過小にしか
支払われない）．この，社会資本が受け取るはずだった
余剰（レント）は，企業の利潤となり，民間資本の所有

者に配分される．そのため，社会資本の存在を考慮す
る場合には，現実に支払われている民間資本の対価か
ら，社会資本が受け取るはずだった余剰の分を差し引
いたうえで，αKX , αBX を設定する必要がある．本研
究では，現実に支払われている民間資本の対価のうち
の 1/3は，社会資本が受け取るはずだった余剰だと考
え，αKX , αBX を設定する．そのため，表–1に掲載さ
れている αKX , αBX の値は，Valentinyi and Herrendorf
の算出した値の 2/3倍になっている．
αGX は，現実に支払われている民間資本（機械設備・
建物・土地）の対価のシェアの 1/3として設定する．そ
の結果，αGX の値は部門により異なるが，0.05–0.09の
範囲の値となる．これは日本を対象に社会資本ストッ
クの生産性への寄与を推定した塚井ら 19)の推定値と比
べて大きくない数値であり，過剰な値ではないと考え
られる3．
なお，本研究のモデルは土地の存在を考慮していない
が，αKXなどの設定には，土地への対価を考慮している
Valentinyi and Herrendorfの算出結果を用いている．そ
のため，各産業について，表–1に掲載されている αKX ,
αBX , αHX , αLX , αGX の合計値を求めると 1より小さ
くなる．これは分析上特に問題は無く，パラメータAX

に土地の生産性の効果が含まれていると考えれば，解
釈上の問題も無い．
以下の分析では，二つのパラメータに関する感度分
析を行う．一つ目のパラメータは，災害の 1期間当たり
の発生確率 πである．本研究では，この値を 0.01もし
くは 0に設定して分析を行う．π = 0.01の設定は，25
年に 1度の頻度で大規模な災害が生じることを意味す
る．π = 0の設定は，災害の生じない国土の想定を意
味する．よって，この二つの設定の下での分析結果を
比較することにより，災害リスクの存在が最適な建設
産業の規模に与える影響を明らかにする．
二つ目のパラメータは，αHX とαLXの比αHX/αLX

である．αHX + αLX の値は表–1に示したように設定
されているので，αHX/αLX を定めれば，αHX と αLX

の値が定まる．本研究では，αHX/αLX の値として，0
と 0.5の二つを考える．αHX/αLX = 0は，人的資本が
生産性に寄与しない，あるいは，人的資本が存在しな
い社会を意味する．αHX/αLX = 0.5は，労働力への対
価の総額のうちの 1/3が労働者の技能に対する対価で
あることを意味しており，熟練労働者と非熟練労働者
の賃金を踏まえると，現実に即した設定であると考え
られる．これらの二つの αHX/αLX の設定の下での分
析結果を比較することにより，人的資本の存在が最適
な建設産業の規模に与える影響を明らかする．

3 塚井らの研究では，集計化された GRPを対象に，民間資本・労
働力・社会資本の生産性への寄与が推定されており，αGX に相
当する値としては，0.083–0.112 の推定値が得られている．

5
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表–2 αHX/αLX = 0のときの π の影響

変数 π = 0 π = 0.01 比
LC 0.82569 0.81045 0.982
LE 0.07866 0.08025 1.020
LS 0.09565 0.10930 1.143
YC 1.78958 1.68735 0.943
YE 0.22986 0.22430 0.976
YS 0.17140 0.18867 1.101
EC 0.19083 0.18362 0.962
EE 0.03166 0.03148 0.994
ES 0.02105 0.02314 1.099
SC 0.10684 0.11160 1.045
SE 0.00771 0.00831 1.079
SS 0.00464 0.00553 1.191
SG 0.06662 0.07938 1.192

表–3 αHX/αLX = 0.5のときの π の影響

変数 π = 0 π = 0.01 比
LC 0.82569 0.81038 0.981
LE 0.07866 0.08029 1.021
LS 0.09565 0.10933 1.143
YC 4.65247 4.38539 0.943
YE 0.61115 0.59663 0.976
YS 0.45739 0.50356 1.101
EC 0.50738 0.48836 0.963
EE 0.08418 0.08375 0.995
ES 0.05598 0.06162 1.101
SC 0.28509 0.29783 1.045
SE 0.02056 0.02219 1.079
SS 0.01239 0.01478 1.193
SG 0.17778 0.21190 1.192

(3) 分析結果
本研究のモデルには災害という確率的なショックが存

在するため，定常状態は存在しないが，マルコフ定常
分布は定義できる．そ災害リスクの存在が最適な建設
産業の規模に与える影響を分析するために，マルコフ
定常分布における変数の期待値に注目する．
αHX/αLX = 0 の場合と αHX/αLX = 0.5 の場合

のそれぞれについて，πを 0から 0.01に変化させたと
きの，定常分布における変数の期待値の変化を，表–2，
表–3に示す．”π = 0”の列は π = 0のときの定常状態4

における変数の値を表す．”π = 0.01”の列は π = 0.01

4 π = 0 のときは不確実性が無いため，定常分布は定常状態とな
る．
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図–1 αHX/αLX の値に応じた被災後の LS の推移

のときの定常分布における変数の期待値を表す．”比”
の列は”π = 0”の列と”π = 0.01”の列の値の比を表して
おり，1より大きければ（小さければ），πの増加が当
該変数を増加（減少）させることを意味している．
表–2，表–3より，以下のことが読み取れる．πの増
加が定常分布における変数の期待値に与える影響は，増
加率（比）で見る限りにおいて，人的資本の存在の影
響をほとんど受けない．
災害リスクの存在は，建設産業の最適な規模を増加

させる．より具体的に述べれば，π の増加により，建
設産業に雇用される労働力 LS，建設産業の生産量 YS，
建設産業への設備投資 ES , SS の最適値が増加する．
災害リスクの存在は，建物資本と社会資本への最適

な投資量 SC , SE , SS , SGを増加させる．特に，社会資
本への投資量 SG は増加率・増加量ともに大きい．
表–2，表–3より，αHX/αLX の値は，定常分布にお

けるLSの期待値にほとんど影響を与えないことがわか
る．しかし，αHX/αLX の値は，定常状態における LS

の分散に影響を与える．これは図–1より確認できる．こ
の図は，αHX/αLX = 0の場合と，αHX/αLX = 0.5の
場合のそれぞれについて，t = 0において災害のショッ
クを与えたときの LS の推移をグラフ化したものであ
る．αHX/αLX = 0の場合には，被災直後に建設産業
の労働者を多く雇用し，復興が進むのに伴い，建設産
業の労働者を大きく減らすことが最適になる．一方，
αHX/αLX = 0.5の場合には，このように建設産業の雇
用する労働者数を大きく変化させることは最適ではな
い．被災直後も復興が進んだ後も，定常分布における
LS の期待値に近い労働者を，建設産業が雇用すること
が最適となる．
これは，長い間，大規模な災害に見舞われていない

平常時においても，建設産業における人的資本の水準
を保つために，一定水準の労働者を建設産業が雇用し
なければいけないことを示唆している．
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ON THE OPTIMAL SIZE OF CONSTRUCTION SECTOR UNDER DISASTER RISK

Shunsuke SEGI

Abstract.
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